
重層的支援体制整備事業後方支援事業
と実施地区の取組み概要

令和６年８月2 ７日（火）

令和6 年度第1回東京都地域福祉支援計画推進委員会

1
地域福祉部 森 純 一

資料４　令和６年８月２７日
第１回東京都地域福祉支援計画推進委員会



2



東京都内は、７自治体

文京区、品川区、練馬区、足立区、町田市、
福生市、羽村市

※下線は令和６年度からの実施

東京都内は、２３自治体。

中央区、墨田区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、

杉並区、豊島区、葛飾区、江戸川区、

八王子市、立川市、三鷹市、青梅市、調布市、小平市、国分寺

市、国立市、狛江市、多摩市、稲城市、西東京市

※下線は令和６年度からの実施 3

重層的支援体制整備事業

都内実施自治体

東京都内は、１２自治体。

墨田区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、

豊島区、八王子市、立川市、調布市、国分寺市、

狛江市、西東京市
※下線は令和５年度からの実施

東京都内は、１６自治体

中央区、文京区、品川区、目黒区、杉並区、練馬区、葛飾区、
江戸川区、三鷹市、青梅市、町田市、小金井市、小平市、
国立市、福生市、多摩市

※下線は令和５年度からの実施、波線による下線は令和３年度からの実施地区（３年目）

令和５年度 重層的支援体制整備事業 実施地区 令和５年度 重層的支援体制整備事業への移行準備事業 実施地区

令和６年度 重層的支援体制整備事業実施予定

東京都内は、２自治体。

世田谷区、八王子市

令和３年度 重層的支援体制整備事業 実施地区

東京都内は、７自治体。

墨田区、世田谷区、中野区、八王子市、立川市、狛江市、

西東京市  ※下線は令和４年度からの実施

令和４年度 重層的支援体制整備事業 実施地区

令和６年度 重層的支援体制整備事業への移行準備事業 実施予定



( 1) 新規実施地区の社協へのヒアリング（12 地区）
‣社協にヒアリング
‣必ずこれまでの地域づく りの取組みからヒアリング
‣自治体と 原稿を確認

( 2 ) ヒアリング内容をプロジェクトで分析
‣学識経験者（３人）、社協職員（３人）

( 3 ) 社協NEWS、ふく し実践ポータルサイトでの発信

( 4 ) 重層的支援体制整備事業実施地区の区市町村社協
による情報交換会（年２回） ‣移行準備地区の社協も含む

( 5 ) 情報交換用に『重層的支援体制整備事業
都内実施地区における社協の取組み概要』の作成

( 6 ) 『重層的支援体制整備事業実践事例集』の発行‣令和４年度・５年度
4

東京都社会福祉協議会

重層的支援体制整備事業に向けた
社協の取組み方策検討プロジェクト（令和３年度から設置）
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都内社協における重層的支援体制整備事業を活用した
地域福祉コーディネーターやＣＳＷの配置

各圏域に複数名の
地域福祉コーディ ネーターを配置

圏域を担当せず全体を統括
する 地域福祉コーディ ネー
ターを配置

地 域 福 祉 コ ー デ ィ ネー
ター以外に他部署の全職
員も分担して地区担当制

地区担当
他事業と 兼務

地域福祉

コーディ ネーター

重層的支援体制整備事業の実施地区における 
地域福祉コーディネーター配置方法の傾向

圏域の出先の拠点に常駐する

事務所に集合しており拠点に出向く

・圏域に配置さ れている関係機関と 連携したり 、拠点を活用してニーズを
キャッチしやすい。

・圏域を越えた地域福祉コーディ ネーター同士の情報共有の機会を作る必
要がある。

・部門の構成にも よるが、ボランティ アセンターや権利擁護事業、社協
が受託している場合の生活困窮者自立支援事業など社協内の連携が
日常的にできる。

または
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重層的支援体制整備事業を活用した
多世代・多機能型拠点の設置

相談の機能 居場所の機能

相談から居場所へ
つなげること もあれば

居場所から相談へ
つなげること もある

住民主体の運営

※常設の拠点・居場所に限らず、週１回の開設であったり 、さ ま
ざまな団体で同じ場所をシェアしていること も少なく ない。
＝地域の担い手の多様化に対応していく こと が必要。就業する高齢者
や若年層などの担い手の関わりやすさ も大切になっている。

地域づく りの
機能

墨田区社協：地域福祉プラットフォーム
立川市社協：地域福祉アンテナショ ップ
狛江市社協：「よしこさ ん家」「野川のえんが

わ」「ふらっと なんぶ」
豊島区民社協：区民ひろば
八王子市社協：はちまるサポート
国分寺市社協：坂の上のひと つ、にわには
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包括的相談支援事業
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① 世帯構成員に複数の課題
があり 、その課題が複雑に
絡み合っているケース

② 長期にわたり 福祉サービ
スや医療につながっておら
ず、地域から孤立している
ケース

③ 支援会議を通じて課題を整理しアウト
リーチすること で、関係形成を図ること
のでき るケース

④ 地域の拠点（多世代交流の居場所、相談の場）などを
活用し、複数の支援機関が役割分担し世帯に継続的に
関わること のでき るケース

例）ひきこも りのいる8050世帯、要介護高齢者と ひきこもりの若者の世帯、精神疾患を抱える複数の家族のいる世帯、認知症
の母親と 発達障害の息子が暮らす世帯、精神疾患のある母親と 下肢障害等で仕事を辞めて自宅で過ごしている息子のいる
世帯、高齢者の母親と 同居していた息子の母親が亡く なり集合住宅の更新手続きができずに顕在化した世帯、親子の折り合
いが悪く これからの希望も親子で異なる世帯、ヤングケアラーのいる世帯が抱える複合的な課題、外国籍の居住者、家族間
不和など複合的な課題を抱える世帯

重層的支援体制整備事業を活用して 課題解決をすすめているケース
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【複合的な課題】
＊世帯構成員に複数の課題があり、その課題が複雑に絡み合っているケース
＊長期にわたり福祉サービスや医療につながっておらず、地域から孤立しているケース
＊課題を整理してアプローチすること で、関係形成を図ること ができるケース
＊複数の支援機関が役割分担し、世帯に継続的に関わること のできるケース

複合的な課題に対応した取組みの
プロセス例

インフォーマル （＝地域住民）

フォーマル （＝専門性を有する機関）

発
見
と
把
握

課
題
の
解
決

① 地域福祉コーディ ネーター
等のアウトリーチを通じて、
相談や課題の発見
の機会を増やす

③ 既存の相談支援機関が分野
を超えた相談を
受けと め、他の
機関と 連携する  

④ 当面の支援の提供を通じて
相談の機会に
つなげる（＝相談付き支援）

② どこに相談すればよいか
わからない相談を
受けと める総合
相談機能を設ける

⑥関係機関や
多様な活動
主体がお互
いの役割を
知ると と も
に、情報を
共有し、

支援につな
げるために
必要なアプ
ローチを検
討する

⑤「○○相談窓口」と いった、
対象を重点化した
窓口を設ける

⑦ 本人の強みを発揮すると と もに、
同じ地域で暮らす地域住民なら
ではの取組みを促進する

本人が主体的に課題の解決へと
すすむこと に寄り 添い、支援する

本人の強みを活かした
チームによる支援

地域における
課題解決力を高める

⑪ 地域住民の理解と
参加を促進する

⑧ 分野を超えた機関同士
が連携して複合的な課
題に対応

⑨ 福祉以外の分野と も積
極的に連携

⑩ 地域における公益的な
取組み等を通じて制度
のはざまの課題に対応

⑫ノウハウを
蓄積して既
存の機関の
対応力を高
める

⑬ 新しい社
会資源の
開発

例）ひきこも りのいる8050世帯、要介護高齢者と ひきこも りの若者の世帯、精神疾患を抱える複数の家族のいる世帯、認知症の母親と 発達障害の息子が暮らす世帯、精神疾患の
ある母親と 下肢障害等で仕事を辞めて自宅で過ごしている息子のいる世帯、高齢者の母親と 同居していた息子の母親が亡く なり集合住宅の更新手続き ができ ずに顕在化した世帯、
親子の折り合いが悪く これからの希望も 親子で異なる世帯、ヤングケアラーのいる世帯、外国籍の居住者、家族間不和など

( 1) ( 2 ) ( 3 )
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重層的支援体制整備事業後方支援事業（令和６年度 東京都から東社協が受託）

( 1) 新規実施地区の社協へのヒ
アリング（12 地区）

( 2 ) ヒアリング内容をプロジェク
トで分析

( 3 ) 社協NEWS、ふく し実践
ポータルサイトでの発信

( 4 ) 重層的支援体制整備事業実
施地区の区市町村社協による
情報交換会（年２回）

( 5 ) 『令和５年度 重層的支援体
制整備事業 都内実施地区に
おける社協の取組み概要』の
作成

( 6 ) 『重層的支援体制整備事業
実践事例集』の発行

令和５年度までの
東社協地域福祉部の取組み

( 1) 体制構築に係る手法の分析と 展開
①自治体、社協へのアンケート調査の実施

 ②新規実施自治体ヒアリング（５自治体・社協）
③未実施自治体への支援

・支援ニーズをふまえた訪問ヒアリング
・自治体や社協が主催する学習会への協力 等

( 2 ) 事例発表（報告）会・・・対象：6 2 自治体・社協
①都からの行政説明、実践報告、グループ情報交換（５月
2 1日）

  ②都からの行政説明、東社協からの事業報告、実践報告、
グループ情報交換（２月）

( 3 ) 先行自治体情報交換会・・・対象：2 3 自治体・社協
複雑化・複合化した課題への対応事例の検討（７月2 6 日）
⇒実施地区から重層的支援体制整備事業を通じて課題解決をすす

めているプロセスの事例を発表のう え、グループに分かれて情報
交換

( 4 ) 報告書の作成

令和6年度
東京都からの受託による重層的支援体制整備事業後方支援事業



Aさ んの場合

（１）同居していた親が亡く なり、ひと りで暮らしていく こと になった５０歳代の方を心配した近所の方から
相談があった。

( 2 ) 地域福祉コーディ ネーターがアウトリーチすること になり、訪問に拒否はないが、本人に「困り感がな
い」ものの、必要な手続きがもできていない。

（３）一つひと つ一緒に手続きを手伝う う ちに、「意思表示をしてく れるよう に」なる。少しずつ一人でできる
こと が増えてきた。

（４）そんなAさ んが「連絡があったと き家に電話があった方がよいね」と 言う よう になり、Aさ んが電話を購
入した。

（５）地域の方と 一緒に運営する農園で参加支援するよう になり、地域の方から「Aさ んは作業が丁寧だね」
「来てく れてありがと う 」と 言われるよう になる。農作業を行う 福祉作業所に関心をもつよう になり、見学
に行く 。

（６）何か（制度やサービス）につなぐこと だけが正解ではなく 、その人の望む人と の関わりを本人のペース
でつく っていく こと が大切。

（７）Aさ んのよう な人が地域に多く いること を考えると ・・・、地域に必要なしく みをつく っていかなければ
＊最初にAさ んのこと を知らせてく れた近所の方がいなかったらどう なっていたか。
＊Ａさ んのよう な方がいること への理解を広げたり、地域の方々と 関わる場を増やしていく こと が必要11

複雑化・複合化した課題への対応事例の検討
（７／２６ 実施地区情報交換会より）
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「重層的支援体制整備事業の取組状況に関する現況調査」の実施
実施時期：令和６年６月１４日～７月１７日
調査対象：【自治体】①重層的支援体制整備事業実施地区、②移行準備実施地区、③未実施地区

  【社協】①重層的支援体制整備事業実施地区、②移行準備実施地区

＜調査結果速報（一部）＞

重層事業本格実施に伴い設置 
13 .0 %

移行準備期間中に設置  
8 .7 %

重層事業に取り組む以前

から設置  3 4 .8 %

設置してい

ない

4 3 .5 %

（１）総合相談窓口の設置

重層
実施地区
（自治体）
n＝2 ３

1
1

2
1
1
1

44

１ケース

２ケース

３ケース

５ケース

６ケース

７ケース

10 ～19 ケース

2 0 ケース以上

0 2 4 6

（２）支援会議での検討ケース数
重層実施地区（自治体）n=23 単位：自治体数

20
18

17

支援会議の開催前

支援会議の開催後

重層的支援会議の開催後

14 16 18 20 22

（３）アウトリーチを通じた継続的支援の実施時期

重層実施地区（自治体） n=23 単位：自治体数

（平成５年度実績）

本格実施に伴い設置予定14 .3 %

移行準備実施期間中に

設置  2 8 .6 %

移行準備事業に取り組む

前から設置  0 .0 %

設置しない

4 2 .9 %

未定

14 .3 %

移行準備
実施地区
（自治体）

n ＝７

生活困窮者自立支援事業と一体的に設置
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23

12

14

15

18

5

4

3

3

2

他地区の取組み状況の共有

相談支援包括化推進員等の人材育成

重層的支援体制整備事業を関係機関に

周知するための支援

庁内への理解を進めるための支援

交付金の活用方法に関する支援

0 5 10 15 20 25

（４）重層的支援体制整備事業の

後方支援と して必要なも の
上段：重層実施地区（自治体） n=23 下段：移行準備地区（自治体） n=7   
                                                                                                                             単位：自治体数

14

5

4

1

5

1

策定済

策定予定

未策定

0 5 10 15

（５）重層的支援体制整備事業実施計画の策定状況

上段：重層実施地区（自治体） n=23 下段：移行準備地区（自治体） n=7   
                                                                                                                             単位：自治体数

5

2

令和７年度

令和８年度

0 5

（6 ）移行準備事業実施地区の本格実施予定時期

※重層的支援体制整備事業移行準備事業は令和７年度末をもって終
了する予定となっている。

移行準備地区（自治体） n=7     単位：自治体数

11

21

令和７年度以降

未定

0 5 10 15 20 25

（７）未実施地区における実施予定時期

未実施地区（自治体） n=32     単位：自治体数
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13 
22 

19 
18 

14 
14 

生活支援体制整備事業

生活困窮者のための地域づく り事業

アウトリーチ等の継続的支援事業

参加支援事業

多機関協働事業

区市町村独自の補助

0 10 20

（9 ）地域福祉コーディ ネーターの配置財源

地域福祉CO配置自治体 n=35 単位：自治体数

圏域の拠点に常駐

2 6 .1%

１ヵ所の配置し、そ

こからアウトリー

チ

6 9 .6 %

無回答

4 .3 %

（8 ）地域福祉コーディ ネーターの配置場所

22
22

21
21
21
21

20
20
20
20

18
15

5

4

4

4

5

4

5

6

5

4

3

2

世代を超えた交流

住民活動を展開するための場所

住民同士の交流

孤立している人の参加支援の場

相談を受ける場

困りごと を地域福祉COが把握できる場

住民が自らの強みを発揮できる場

高齢者にと っての居場所

子育て家庭にと っての居場所

子ども ・若者にと っての居場所

地域の課題を学び合う プラットフォーム

孤立している人への理解を広める場

0 5 10 15 20 25

（10 ）拠点や居場所が果たしている機能

重層実施地区（社協） n=23   移行準備実施地区（社協） n=7
                                                                                            単位：社協数

重層
実施地区
（社協）
n ＝2 3


